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――研究動向と今後の研究課題―― 
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Work Environment and Teachers’ Career Choice, Teacher Supply  

:Research Trends and Future Issues 
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Teachers’ career choice and teacher supply have long been important topics of primary and secondary education policy, and 
there is a growing interest in the relationship between the work environment and career choice of youth in recent years. However, 
the accumulation of empirical research in Japan is so insufficient that little agreement has been reached concerning the impact of 
the work environment, which is classified as an “extrinsic” factor. In this paper we examine research on teachers’ career choice in 
the field of education and research on teacher supply in the field of economics of education/labor economics. As to the 
methodological point of the former research, we pointed out the problems of selection bias and heavy reliance on subjective 
variables. As to the latter research, we argued the difficulty of identification problems in rational actor models with endogenous 
variables and the need for explicit consideration of non-pecuniary factors. Finally, focusing on the external validity of the findings, 
we discuss what issues of empirical research should be set in the future context of Japan. 
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1. 問題の所在 

 
 本稿では、労働環境の影響に着目した教員キャリ

ア選択・教員供給の実証研究に向けて研究動向の整

理・検討を行う。特に、教育学内外において数多く行

われてきた実証分析のモデルの前提・含意、方法的妥

当性について論じた上で、今後の日本を対象とした

教員政策研究における具体的な課題設定を試みる。 
教員政策の重要性を説く際に「教育は人なり」とい

うフレーズが用いられることがある。教育の成果の

側から見て「教員効果」に関する実証的知見がこの常

套句を裏書きしているかは別として、少なくとも投

入の面から見て、教育財政支出の過半は教員人件費

に割かれているという客観的事実に照らせば、教員

政策の重要性は多くの者が認めるところであろう。

近年耳目を集めた横断的な「働き方改革」によって、

教員の超過勤務問題という日本の教育政策・制度に
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注：文部科学省「公立学校教員採用選考試験の実施状況」より筆者作成 

図 1  教員採用選考試験受験者総数および倍率の推移(2000-2019年) 

 

おける積年の構造的課題が改めて公衆の目に触れる

こととなった。 
労働環境に関わる法制・政策および労務管理は、養

成・研修・人事・評価などと並んで教員政策における

重要トピックであるが、教育費の多くを占める教員

人件費に関わり、希少資源の配分として政治的性格

が顕在化する領域である。また、そうであるがゆえに

理論・実証の面で一貫した学術的知見が求められる

対象である。既に教員勤務実態調査、国際教員指導環

境調査（TALIS）などによって記述統計レベルでの長

時間労働の事実は広く知られるところとなり、2019
年 1 月の中教審答申「新しい時代の教育に向けた持

続可能な学校指導・運営体制のための学校における

働き方改革に関する総合的な方策について」を受け

て、同 12 月に改正給特法（「公立の義務教育諸学校

等の教育職員の給与等に関する特別措置法」）が成立

し、業務量の管理等に関する指針策定による在校等

時間の縮減、年単位の変形労働時間制の適用（2021 年

度から施行）が図られることとなった。 
このような政策動向および付随する議論は、直接

的には現職教員の厚生としての労働衛生に関わるも

のだが、労働環境に関わる法制度・政策が影響を及ぼ

すのは現職教員に対してだけではない。長期的には、

労働環境が、潜在的な教職参入層の意思決定にも影

響を与え、教職への入職および退職のキャリア選択

を通じて教員集団の質を規定するのであり、このこ

とは、政策・研究双方の文脈において視野に入れるべ

き点である。 
とりわけ、教職参入に関して、教員採用選考試験に

おける受験者数減少および倍率低下という、近年顕

在化した事態は、多くの教育関係者に教員の労働環

境との関連――「ブラック職場」としての学校が「教

職離れ」を促している――を想起させるに至ってい

る 1 。図 1 に示すように、教員供給のマクロな趨勢と

して、小学校・中学校・高校における教員採用選考試

験の受験者総数および倍率（受験者数／採用者数）は、

高校の受験者数については一貫して減少傾向にある

が、小中学校では採用選考試験の受験者総数は 2010
年代前半まで増加し続けた後に後減少に転じている。

試験の倍率については、採用数が少なく高倍率であ

112

東京大学大学院教育学研究科教育行政学論叢　第 40 号　2020 年



 

東京大学大学院教育学研究科教育行政学論叢 第 40 号 2020 年 

 
 

18 

 

注：文部科学省「公立学校教員採用選考試験の実施状況」より筆者作成 

図 1  教員採用選考試験受験者総数および倍率の推移(2000-2019年) 

 

おける積年の構造的課題が改めて公衆の目に触れる

こととなった。 
労働環境に関わる法制・政策および労務管理は、養

成・研修・人事・評価などと並んで教員政策における

重要トピックであるが、教育費の多くを占める教員

人件費に関わり、希少資源の配分として政治的性格

が顕在化する領域である。また、そうであるがゆえに

理論・実証の面で一貫した学術的知見が求められる

対象である。既に教員勤務実態調査、国際教員指導環

境調査（TALIS）などによって記述統計レベルでの長

時間労働の事実は広く知られるところとなり、2019
年 1 月の中教審答申「新しい時代の教育に向けた持

続可能な学校指導・運営体制のための学校における

働き方改革に関する総合的な方策について」を受け

て、同 12 月に改正給特法（「公立の義務教育諸学校

等の教育職員の給与等に関する特別措置法」）が成立

し、業務量の管理等に関する指針策定による在校等

時間の縮減、年単位の変形労働時間制の適用（2021 年

度から施行）が図られることとなった。 
このような政策動向および付随する議論は、直接

的には現職教員の厚生としての労働衛生に関わるも

のだが、労働環境に関わる法制度・政策が影響を及ぼ

すのは現職教員に対してだけではない。長期的には、

労働環境が、潜在的な教職参入層の意思決定にも影

響を与え、教職への入職および退職のキャリア選択

を通じて教員集団の質を規定するのであり、このこ

とは、政策・研究双方の文脈において視野に入れるべ

き点である。 
とりわけ、教職参入に関して、教員採用選考試験に

おける受験者数減少および倍率低下という、近年顕

在化した事態は、多くの教育関係者に教員の労働環

境との関連――「ブラック職場」としての学校が「教

職離れ」を促している――を想起させるに至ってい

る 1 。図 1 に示すように、教員供給のマクロな趨勢と

して、小学校・中学校・高校における教員採用選考試

験の受験者総数および倍率（受験者数／採用者数）は、

高校の受験者数については一貫して減少傾向にある

が、小中学校では採用選考試験の受験者総数は 2010
年代前半まで増加し続けた後に後減少に転じている。

試験の倍率については、採用数が少なく高倍率であ

 
労働環境と教職選択・教員供給 

1 

った 2000 年代前半以降は低下傾向にあり、近年では

大量退職に伴って生じた教員需要と受験者減が重な

り、特に小学校採用選考試験における倍率低下が著

しい。もちろん、採用を行う地方公共団体において状

況は大きく異なっており、具に見れば、よりドラステ

ィックな変化を経験した自治体も少なくない。 
こうした教員採用試験における低倍率化が明るみ

になった一方で、教員供給に関して政策研究の知見

は一貫して乏しいままであり、マクロな趨勢に基づ

いた推測が行われているに過ぎない。しばしば耳に

する試験倍率と採用教員の質の関連を巡る言説――

例えば、「～倍を切ると教員の質に影響が出る」、「低

倍率であった頃の時期に採用された教員には問題が

あった/なかった」 といった類の言説 2――の根拠は

乏しい。また、倍率低下の対応策として、採用選考試

験受験における年齢制限の緩和、実技や集団面接の

廃止などの受験負担軽減、他自治体との併願可能な

試験日程の設定、教職の「魅力」のアピールの広報活

動などが行われており、一部の自治体では受験者数

の維持が図られている。しかし、こうした対応策が教

員人材の量と質の確保において良策たりうるかは明

らかではなく、潜在的な教職参入者のどのような層

が、それらの施策によって行動を変更しうるのか、と

いった検証は行われていない。そうした課題解決の

基礎にはミクロデータによる分析が不可欠であり、

その到達点および方法上の課題・戦略は研究者間で

共有される必要がある。特に、これまで周期的に訪れ

てきた大量採用・退職以後の採用減（山崎 1998, 2015）
に加えて、近年好況にあった大卒労働市場の長期的

見通しの不明確さもふまえるならば、短期的・局所的

な課題設定ではなく、より長期的な教員政策に資す

る知見の蓄積を展望することが求められる。 
以下で行う国内外の教員政策に関する実証研究の

検討は、必ずしも近年の政策動向への即応を企図し

ているわけではなく、今後の長期的な研究・政策上の

展望を述べることに主眼を置いている。その際に具

体的に検討の対象とするのは、教育学における教員

のキャリア選択（教職選択）に関する研究、教育経済

学・労働経済学における教員供給に関する実証研究

（主として計量的実証研究）である。本稿では海外の

実証研究を中心に取り上げるが、それは、単に実証分

析の方法的な面で学ぶところがあるだけでなく、日

本で行われた研究の知見を相対化し、広い文脈に位

置づける上で有益であると考えられるゆえである。

海外の研究として、教職の相対的優位が低下して久

しい米欧の文脈の中で行われた研究が多くを占める

が、日本の文脈との相違に注意しながら、教員の労働

環境が教員供給の量と質にどのような影響を与えう

るか、という主題に関連させて既往の研究の到達点

を明らかにし、その上で政策的レリヴァンスの面で

新たに問われるべき研究課題、方法的問題を洗い出

すことを試みる。既に国外において膨大な数の研究

が存在するがゆえに諸研究への網羅的な言及は不可

能であるが、2. では定型的事実を整理し、3. では教

育学におけるキャリア選択研究、4. では教育経済学・

労働経済学における教員供給に関する重要研究の実

質的・方法的課題を検討した上で、5. では実証研究

の外的妥当性の面から設定される今後の研究課題を

述べる。 
 

2. 教職選択・教員供給における定型的事実 

 
教育学研究において、「誰が教職を目指す・選ぶの

か」という課題設定の下で、教員のキャリア選択に関

する研究は数多く行われてきた。また、それは、後述

の教育経済学・労働経済学での教員供給の文脈での

研究にも共通する。それらの研究の知見のレビュー

については、既に、Brookehart&Freeman(1992), Guarino 
et al.(2006), Heinz(2015), Fray&Gore(2018)などによっ

て行われており、ここでは屋上屋を重ねることは避

けるが、課題整理のためにいくつかの先行研究およ

びその知見に言及し、議論を進める上で共有される

べき定型的事実を指摘しておきたい。 
 膨大な先行研究の知見の外的妥当性、あるいはよ

り限定的に日本への示唆に関わってまず強調してお

くべきは、海外の研究に置いてレビューの対象とな

っているのは米欧を中心とする一部の国々における

研究であるという点である。それらの国々では、他職

と比較した教員のプレゼンスが低下して久しい、す

なわち教員不足問題が長年に渡る教育政策上の重要

課題となっている。このことは、「誰が教職を選ぶの

か」という潜在的教員の教職参入の問題と、「誰が学
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校・教職を去るのか」という現職教員の離職および他

校・他学区への転出の問題が併せて教員政策上の焦

点となっていることを意味する。日本の文脈では、相

対的に低い離職率や広域的・定期的な人事制度によ

り、後者の問題は前者の問題程には重要性を持たな

いが、そうであるがゆえに、教員への高負荷という形

で別問題が現象する。あるいは、教員供給に関して、

後者よりも前者の局面でより相対的な重要性をもつ

という点で対照をなす。 
Brookehart&Freeman(1992), Guarino et al.(2006)によ

るレビュー――実質的にアメリカを対象とした研究

が多くを占めている――などにおいて、教員供給の

趨勢に関わる定型的事実として以下の点が指摘され

ている。第 1 に、教職参入者において女子の割合が

高く、アメリカでは新規採用者のうち、7 割以上は女

子が占めている。第 2 に、長期的なトレンドとして、

マイノリティの比率が高まっている。第 3 に、学力

（認知的能力）における優秀層が教職に参入する可

能性は低く、また趨勢としても低下している 3 。そ

して、これらに加えて、他職に比較した教職給与水準

は低下している（Hanushek&Pace 1995）。 
こうした傾向は相互に関連しており、「教職の女性

化」が進行した米欧では、「誰が教職に就くのか」と

いう問題は女子にとって教職がどのような職である

のか、女子のどの層が教職に参入するのかという問

題と強く関連している。かつて教職は大卒女子の主

要な就職先であったが、他職における雇用機会の拡

大や高等教育の大衆化によって、そのプレゼンスは

低下している。特に学力優秀層 4の教職参入が時間の

経過とともに低下してきた事実は複数の研究によっ

て指摘されている（Bacolod 2007; Corcoran et al.2004; 
Hoxby&Leigh2004; Lakdawalla 2006）。 
アメリカでは、教員構成の長期的変化と教職の相

対給与水準の低下は連動してきたが 5、こうした傾向

の有無については西洋諸国の中でも事情が異なる。

同様の傾向があるのはオーストラリアであり、1980
年代前半と2000年代前半を比較して女子の教職参入

者、大学における教育学専攻者の学力は 10 パーセン

タイル程度低下している（Leigh&Ryan 2008; Leigh 
2012）6 。一方でNickell and Quintini (2002)は、イギリ

スの長期トレンドとして、教員・一般公務員の給与水

準の低下に伴い、教職参入層の学力の低下は男子の

方に見られたことを報告している。また、ドイツにお

いては、教職の給与水準は女子においては常に大卒

他職と比較しても劣位であったことはなく、教職参

入者の学力も他職大卒者よりも低いものの、低下し

てはいないことが示されている（Neugebauer 2015）。 
 
3. 教職におけるキャリア選択研究：心理的動機へ

の着目 

 
上述の教職参入者の質的変化は、相対的給与水準・

社会的地位の低下という教職の位置づけの長期的変

容との並置によって、両者の間の因果関係の存在、政

策的含意が示唆されてきた。しかし、一方で、教職へ

の動機づけという心理的側面に着目した教育学・心

理学における研究では、教職に関わるキャリア選択

において、社会的地位や雇用の安定性、給与水準等に

よる外在的要因よりも内在的要因や利他的要因が相

対的に重要であることを指摘する研究が数多く見ら

れる 7。以下に述べる FIT-Choice モデルによる実証研

究の知見はその典型である。 
 
3-1. FIT-Choiceモデル 

教職選択の動機に着目した研究は古くから存在し

ており、それは主に（教育）心理学分野で展開されて

きた。様々な国・地域、時期において数多く行われて

きた実証研究を網羅的にフォローすることは不可能

だが 8、その分析枠組みの今日的到達点は、

Watt&Richardson(2007), Watt et al.(2012)による FIT-
Choice（Factors Influencing Teaching Choice）モデルに

見出すことができると言ってよい。図 2 に示される

FIT-Choice モデルは、学習の動機づけにおける期待―

価値理論の枠組みを教職のキャリア選択応用したも

のである。
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で別問題が現象する。あるいは、教員供給に関して、

後者よりも前者の局面でより相対的な重要性をもつ

という点で対照をなす。 
Brookehart&Freeman(1992), Guarino et al.(2006)によ

るレビュー――実質的にアメリカを対象とした研究

が多くを占めている――などにおいて、教員供給の

趨勢に関わる定型的事実として以下の点が指摘され

ている。第 1 に、教職参入者において女子の割合が

高く、アメリカでは新規採用者のうち、7 割以上は女

子が占めている。第 2 に、長期的なトレンドとして、

マイノリティの比率が高まっている。第 3 に、学力

（認知的能力）における優秀層が教職に参入する可

能性は低く、また趨勢としても低下している 3 。そ

して、これらに加えて、他職に比較した教職給与水準

は低下している（Hanushek&Pace 1995）。 
こうした傾向は相互に関連しており、「教職の女性

化」が進行した米欧では、「誰が教職に就くのか」と

いう問題は女子にとって教職がどのような職である

のか、女子のどの層が教職に参入するのかという問

題と強く関連している。かつて教職は大卒女子の主

要な就職先であったが、他職における雇用機会の拡

大や高等教育の大衆化によって、そのプレゼンスは

低下している。特に学力優秀層 4の教職参入が時間の

経過とともに低下してきた事実は複数の研究によっ

て指摘されている（Bacolod 2007; Corcoran et al.2004; 
Hoxby&Leigh2004; Lakdawalla 2006）。 
アメリカでは、教員構成の長期的変化と教職の相

対給与水準の低下は連動してきたが 5、こうした傾向

の有無については西洋諸国の中でも事情が異なる。

同様の傾向があるのはオーストラリアであり、1980
年代前半と2000年代前半を比較して女子の教職参入

者、大学における教育学専攻者の学力は 10 パーセン

タイル程度低下している（Leigh&Ryan 2008; Leigh 
2012）6 。一方でNickell and Quintini (2002)は、イギリ

スの長期トレンドとして、教員・一般公務員の給与水

準の低下に伴い、教職参入層の学力の低下は男子の

方に見られたことを報告している。また、ドイツにお

いては、教職の給与水準は女子においては常に大卒

他職と比較しても劣位であったことはなく、教職参

入者の学力も他職大卒者よりも低いものの、低下し

てはいないことが示されている（Neugebauer 2015）。 
 
3. 教職におけるキャリア選択研究：心理的動機へ

の着目 

 
上述の教職参入者の質的変化は、相対的給与水準・

社会的地位の低下という教職の位置づけの長期的変

容との並置によって、両者の間の因果関係の存在、政

策的含意が示唆されてきた。しかし、一方で、教職へ

の動機づけという心理的側面に着目した教育学・心

理学における研究では、教職に関わるキャリア選択

において、社会的地位や雇用の安定性、給与水準等に

よる外在的要因よりも内在的要因や利他的要因が相

対的に重要であることを指摘する研究が数多く見ら

れる 7。以下に述べる FIT-Choice モデルによる実証研

究の知見はその典型である。 
 
3-1. FIT-Choiceモデル 

教職選択の動機に着目した研究は古くから存在し

ており、それは主に（教育）心理学分野で展開されて

きた。様々な国・地域、時期において数多く行われて

きた実証研究を網羅的にフォローすることは不可能

だが 8、その分析枠組みの今日的到達点は、

Watt&Richardson(2007), Watt et al.(2012)による FIT-
Choice（Factors Influencing Teaching Choice）モデルに

見出すことができると言ってよい。図 2 に示される

FIT-Choice モデルは、学習の動機づけにおける期待―

価値理論の枠組みを教職のキャリア選択応用したも

のである。
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業務上の要件・負担

業務への報酬

能力の自己認識

教授・学習経験 教職選択
内在的価値

私的効用

社会的効用

次善の選択肢

Watt&Richardson(2007, 2012)より筆者作成  
       図 2 FIT-Choiceモデル 
 

FIT-Choice モデルは、理論モデルというよりも、因

子分析を用いた尺度化を前提として、教職選択に関

わる数多くの心理的要因を整理したものであるが、

既存研究で指摘されてきた心理的要因を包括してい

る点では一定の有用性がある。Watt&Richardson(2007)
による尺度では、教職に関する認識の「業務上の要

件・負担」「業務の報酬」「能力に関する自己認識」、

教職への動機として「内在的価値」「私的効用」「社会

的効用」「次善の選択肢」の因子が想定されており、

これらは過去の学習・教授経験から影響を受けると

されている。 
「業務上の要件・負担」は教職参入・在職の上での

ハードルやコストの認識であり、その対となるのが

給与水準や社会的地位などの「業務への報酬」の認識、

「自己認知」は自身の教職に関する能力・適性の自己

認識である。「内在的価値」は教職自体の職業的魅力、

「私的効用」は雇用の安定性、家族との時間、勤務地

の柔軟性、「社会的効用」は次世代の形成や社会的公

平性の向上といった社会的価値への貢献、「次善の選

択肢」は他職への橋渡しや希望の他職に就けなかっ

た場合の「保険」としての価値を意味し、これらが教

職選択を左右する要因として想定される 9。 
Watt&Richardson(2007)によるオーストラリアの教

員養成コースの学生を対象とした調査データの分析

では、内在的価値や社会的貢献などがキャリア選択、

その満足度、教職へのコミットメントを強く規定す

る一方で、政策変数に直結する「業務への報酬」の認

識や動機としての「私的効用」の影響は小さいことが

報告されている。こうした動機に関わる心理的測定

を通じた実証分析の知見は OECD(2005)の教員のキ

ャリア選択に関する記述の主旨――途上国において

は、教職の社会的地位や身分保障、給与水準といった

外発的要素が若者の教職への参入を動機づけている

が、アメリカおよび一部のヨーロッパで教職を目指

す者は、教職への関心、子どもを相手に働くことへの

選好、教職による社会的価値の増進などによって動

機づけられている――とも整合する。 
また、Watt&Richardson(2008)では、教職の能力開発、

教職継続意志、管理職への志向によって教員養成コ

ースの学生を分類し、クラスター間の動機と属性の

相違を検討している。その分析によれば、能力開発と

教職継続への意思が共に高い層では、社会的価値や

内在的要因に動機づけられると共に、教職の社会的

地位の認識が高い。能力開発の意思があるものの、長

期の継続の意思がない層は、教職における雇用の安

定性や移動可能性（居住地を移しても働き続けられ

ること）といった要素を重視しており、能力開発と継

続の双方で低調である層は、家族との時間や次善の
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選択肢としての価値を重視している。こうした知見

は専門職としての能力開発と教職継続が内発的動機

づけに支えられていることを示している。一方で、能

力開発と教職継続の双方における意志が共に高い層

は社会階層における低層の出身の者が多い傾向にあ

り、この点については、教職に就くこと自体が上方移

動としての社会移動を実現する限られた選択肢とな

っているという社会学的解釈を与えることできる

（Watt&Richadson 2008: 425）10。 
FIT-Choice モデルは、既に数多くの国々の教員のキ

ャリア選択に関する教育学的研究において適用され

ており、その対象は、アメリカ（Leech et al. 2019; Lin 
et al. 2012; Watt et al. 2012）、ドイツ（König & Martin 
Rothland 2012; Glutsch & König 2019; Goller et al. 2019; 
Watt et al. 2012）、オランダ（Fokkens-Bruinsma & 
Canrinus 2012）、スイス（Berger&Ascoli 2012） 、アイ

ルランド（Hennessy & Lynch 2017）、スペイン（Gratacós 
et al. 2017）、ノルウェー（Watt et al. 2012; Nesje et al.2018、
フィンランド（Goller et al. 2019）、エストニア（Taimalu 
et al. 2017）、クロアチア（Jugović et al. 2012） 、トル

コ（Kılınç et al. 2012）といったアメリカ・ヨーロッパ

諸国のほか、中国（Lin et al. 2012）、香港（Wong et al. 
2014）、インドネシア（Suryani et al.2016）といったア

ジアの国々に及んでおり 11、国際比較を行う上での標

準的な枠組みおよび尺度となっていると言ってよい。 
これらの様々な国々に跨る数多くの FIT-Choice モ

デルの適用例では、教員養成機関・課程在学者や初任

期教員を対象として意識調査を行い、教職選択の動

機に関する意識変数から抽出された因子、属性変数

（性別、出身階層、近親者における教職従事者の有無

等）によって、教職観や将来の行動に関する意識を説

明するという分析手続きが常套となっており、ほと

んどの研究が教職志望動機として内在的要因および

利他的要因の重要性を明らかにしている。 
 

3-2. 日本における関連研究 

日本において、上述の FIT-Choice モデルを直接的

に適用した心理学的研究は限られるが（富田 2016; 
富田・三和 2018; 吉崎 2019）、教職志望の動機と教職

観などの意識変数との関連に着目した研究自体は目

新しいものではなく、FIT-Choice モデルほど包括的で

ないものの、類似の要素は日本においても心理学的

研究、職業的社会化に関する社会学的研究の中で扱

われてきた。また、教職志望の動機を扱った研究のほ

とんどが調査者の所属機関（教員養成大学・学部、教

職課程）における学生を対象としたものであり、この

点も Watt&Richardson(2007)以降の一連の研究と相似

している。 
教職課程科目の担当教員によって行われている教

職志望の動機を扱った調査・分析は数多く存在し、記

述統計の報告や分割表の提示などのプリミティブな

方法に終始しているものも少なくないが、研究蓄積

を反映して問題意識やデータ収集・分析手法は着実

に発展してきた。因子分析によって教職志望動機に

関する尺度を得て教職観等の諸意識との相関を分析

した研究としては、藤原（2004）、春原（2010）、太田

（2008）、若松（1997）、若松・古川（1997）などがあ

る。本稿の問題関心との関連で言えば、若松・古川

（1997）では、教職志望の上での教職の魅力/気がか

り要因において、労働環境や人生設計に関わるもの

も含めて多くの要因が考慮されている。また、入学以

後の複数の時点の縦断的なデータを得て教職志望の

変容を扱っている量的・質的研究も見られる（久保

2009, 2010, 2011, 2012; 若松 2012）。ここでは既存研究

の知見を詳細に紹介することはできないが、視点や

得られた知見は、欧米・豪の FIT-Choice モデルを用

いた先行研究に近いものが多いと概括できる。特に、

1）教職志望・選択が内発的に強く動機づけられる（藤

原・仙崎 1985; 若松・古川 1997；田中 1997）12、2）
教職志望の契機として、教員である近親者の存在、教

育実習での経験が重要である（今栄・清水 1994; 松
本・生駒 1984）、といった点は海外の教育学・心理学

系の実証研究の知見とも共通している。 
もっとも、対象となる学生・時期、調査方法の相違

ゆえに強い一般化は不可能であり、どのような状況

においてその知見が得られたのかという点の考察が

求められる。1）の教職志望の動機・理由に関しては、

木村・中澤・佐久間（2006）の教員養成課程および新

課程の学生を対象とした調査の結果では、内在的要

因に関わる選択肢の回答が最も多い点では他の研究

と同様だが、経済的安定は教員養成課程・新課程の双

方の学生の間で上位に挙げられている。また、三上・
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選択肢としての価値を重視している。こうした知見

は専門職としての能力開発と教職継続が内発的動機

づけに支えられていることを示している。一方で、能

力開発と教職継続の双方における意志が共に高い層

は社会階層における低層の出身の者が多い傾向にあ

り、この点については、教職に就くこと自体が上方移

動としての社会移動を実現する限られた選択肢とな

っているという社会学的解釈を与えることできる

（Watt&Richadson 2008: 425）10。 
FIT-Choice モデルは、既に数多くの国々の教員のキ

ャリア選択に関する教育学的研究において適用され

ており、その対象は、アメリカ（Leech et al. 2019; Lin 
et al. 2012; Watt et al. 2012）、ドイツ（König & Martin 
Rothland 2012; Glutsch & König 2019; Goller et al. 2019; 
Watt et al. 2012）、オランダ（Fokkens-Bruinsma & 
Canrinus 2012）、スイス（Berger&Ascoli 2012） 、アイ

ルランド（Hennessy & Lynch 2017）、スペイン（Gratacós 
et al. 2017）、ノルウェー（Watt et al. 2012; Nesje et al.2018、
フィンランド（Goller et al. 2019）、エストニア（Taimalu 
et al. 2017）、クロアチア（Jugović et al. 2012） 、トル

コ（Kılınç et al. 2012）といったアメリカ・ヨーロッパ

諸国のほか、中国（Lin et al. 2012）、香港（Wong et al. 
2014）、インドネシア（Suryani et al.2016）といったア

ジアの国々に及んでおり 11、国際比較を行う上での標

準的な枠組みおよび尺度となっていると言ってよい。 
これらの様々な国々に跨る数多くの FIT-Choice モ

デルの適用例では、教員養成機関・課程在学者や初任

期教員を対象として意識調査を行い、教職選択の動

機に関する意識変数から抽出された因子、属性変数

（性別、出身階層、近親者における教職従事者の有無

等）によって、教職観や将来の行動に関する意識を説

明するという分析手続きが常套となっており、ほと

んどの研究が教職志望動機として内在的要因および

利他的要因の重要性を明らかにしている。 
 

3-2. 日本における関連研究 

日本において、上述の FIT-Choice モデルを直接的

に適用した心理学的研究は限られるが（富田 2016; 
富田・三和 2018; 吉崎 2019）、教職志望の動機と教職

観などの意識変数との関連に着目した研究自体は目

新しいものではなく、FIT-Choice モデルほど包括的で

ないものの、類似の要素は日本においても心理学的

研究、職業的社会化に関する社会学的研究の中で扱

われてきた。また、教職志望の動機を扱った研究のほ

とんどが調査者の所属機関（教員養成大学・学部、教

職課程）における学生を対象としたものであり、この

点も Watt&Richardson(2007)以降の一連の研究と相似

している。 
教職課程科目の担当教員によって行われている教

職志望の動機を扱った調査・分析は数多く存在し、記

述統計の報告や分割表の提示などのプリミティブな

方法に終始しているものも少なくないが、研究蓄積

を反映して問題意識やデータ収集・分析手法は着実

に発展してきた。因子分析によって教職志望動機に

関する尺度を得て教職観等の諸意識との相関を分析

した研究としては、藤原（2004）、春原（2010）、太田

（2008）、若松（1997）、若松・古川（1997）などがあ

る。本稿の問題関心との関連で言えば、若松・古川

（1997）では、教職志望の上での教職の魅力/気がか

り要因において、労働環境や人生設計に関わるもの

も含めて多くの要因が考慮されている。また、入学以

後の複数の時点の縦断的なデータを得て教職志望の

変容を扱っている量的・質的研究も見られる（久保

2009, 2010, 2011, 2012; 若松 2012）。ここでは既存研究

の知見を詳細に紹介することはできないが、視点や

得られた知見は、欧米・豪の FIT-Choice モデルを用

いた先行研究に近いものが多いと概括できる。特に、

1）教職志望・選択が内発的に強く動機づけられる（藤

原・仙崎 1985; 若松・古川 1997；田中 1997）12、2）
教職志望の契機として、教員である近親者の存在、教

育実習での経験が重要である（今栄・清水 1994; 松
本・生駒 1984）、といった点は海外の教育学・心理学

系の実証研究の知見とも共通している。 
もっとも、対象となる学生・時期、調査方法の相違

ゆえに強い一般化は不可能であり、どのような状況

においてその知見が得られたのかという点の考察が

求められる。1）の教職志望の動機・理由に関しては、

木村・中澤・佐久間（2006）の教員養成課程および新

課程の学生を対象とした調査の結果では、内在的要

因に関わる選択肢の回答が最も多い点では他の研究

と同様だが、経済的安定は教員養成課程・新課程の双

方の学生の間で上位に挙げられている。また、三上・
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伏見・関（2015）、佐々木（2019）は、現実の進路選

択における葛藤や教職回避において、雇用条件や人

生設計が考慮されている点を明らかにしている。2）
の志望の契機については、近親者における教員の存

在が必ずしも積極的な教職志望に繋がらないこと、

教育実習が教職志望のみならず、非志望の契機とも

なりうることもあり、職業としての教職に関する具

体的な情報把握と教職志望・非志望の方向性の関連

性の不定が指摘されている（臼井1996; 若松1997; 若
松・古川 1996; 久保 2011）。  
 
3-3. 小括 

上記で見た教職参入に関する動機・意識変数を用

いた教育学・心理学的研究は非常に多くの研究がな

されてきたが、少なくとも以下の相互に関連する問

題点は留意されるべきである。 
まず、第 1 は、セレクションバイアスである。多く

の場合に調査対象となっているのは、教員養成大学・

学部等の養成機関への進学者、教職課程科目の受講

者、あるいは教職に就く意志が強い者であり、既に教

職をキャリア選択の有力な選択肢として考慮してい

る層のみから意識変数の情報を得ている。しかし、そ

もそも教員養成機関への入学を目指すか否かの時点

で、外在的要因――動機に関する心理学的研究で影

響が小さいと結論付けられている――の影響が作用

している可能性がある。すなわち、養成の入り口の時

点で外在的要因を重視する層が除外され、仮にその

後養成機関に在籍したならば外在的要因がキャリア

選択に影響していたであろう層のデータが欠損して

いる 13。こうした点を考慮した研究は限られている。

Stokes(2007)は FIT-Choice モデルの皮切りとなった同

じオーストラリアの文脈での分析において、教職志

望者、未決定者、教職忌避者を分ける要因としての給

与水準や休日日数などの労働環境の重要性を明らか

にし、教育実習経験が教職の選択と忌避双方に強く

影響することを示している。日本の文脈においては、

太田（2008）が、教職志望・非志望の大学生を対象と

した質問紙調査のデータ分析によって、立身出世志

向の者ほど教職を選択しないことを明らかにしてい

る。 
第 2 に、回答過程における価値の内面化である。

すなわち、教職における奉仕者的役割を強調する規

範的圧力によって、内在的・利他的要因が強く回答に

反映される可能性がある（Heinz 2015:267）。これは、

「聖職者論」が教職を目指す若者に肯定的に受容さ

れるという日本における観測とも共通する（山崎

2002）。調査が教職課程科目の授業中に実施されてい

るならば、なおのこと、調査者（である教員）から期

待されていると回答者自身が解釈した役割を回答に

反映させている可能性がある（若松 2017）。調査の実

施自体がこうした回答を誘発するためこの問題への

対処は難しいが、例えば、三上・伏見・関（2015）で

は、半構造化面接において、被調査者から真意を引き

出すために、学生を介してインタビュー調査を行う

という工夫がなされている点などは参考になろう。 
第 3 に、分析に用いられている変数の多くが質問

紙調査によって得られた意識変数であり、実際の就

職・離職といったキャリア選択行動、労働環境に結び

付けられていない点である。そうであるがゆえに、当

事者が現実のキャリア選択における制約や外発的動

機づけに関わる政策要因の情報を過小評価する可能

性 が あ る 。 Park&Byun(2015), Han(2018), Han et 
al.(2018)による国際学力調査中の項目を用いた分析

では、30 歳時点での職業に関する意識に関わる質問

項目を教職選択に関わる変数として用いる一方、外

在的要因としての労働環境変数には国レベルの統計

指標を用いている。無論、最終的に個人の意思決定に

影響を及ぼすのは諸々の外在的要因についての認

識・解釈だが、労働環境の変動する範囲を捉えるとい

う点で国レベルの変動への着目は重要な戦略である。 
 
4. 教員労働市場研究：経済学的アプローチ 

 
4-1. 教員供給に関する実証研究 

教員のキャリア選択は、3. に触れた動機に着目し

た心理学的研究のみならず、教育経済学・労働経済学

の教員供給の実証分析とも関連するが、教員供給に

関する分析では、個人の観察されたキャリア選択と

選択に付随する帰結に関するデータに基づく点で、

動機に関わる意識変数に基づく分析とは異なる。 
教職のプレゼンスが低く、かつ、学区間の教員給与

格差が大きいアメリカにおいて 14、教員の給与水準
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（大卒の他職との比較における相対給与水準）の教

員供給への影響が考察の対象となってきた。給与水

準が影響を与える段階には、教員養成系専攻・教職志

望、入職、在職継続・離職といった異なる局面が考え

うる。先取り的に結論を述べれば、実証分析の対象と

して多くを占めるアメリカの公立学校では、在職継

続・離職の局面で給与水準が影響している可能性が

高い一方、教職志望・入職の段階では給与水準の影響

は不明確である。 
教員の質をどう定義するかという大きな問題を伴

いながらも一部の研究は、教職志望・入職の局面では、

給与水準が教職志望者・入職者の質を高めることに

寄与している点を報告している（Figlio 1997; 
Leigh2012; Player 2009）。しかし、一方で、Ortega(2010), 
Steingrimsdottir(2020)は給与水準の向上が学力優秀層

の入職には影響しないことを示している。入職まで

の複数の局面を分析した Hanushek&Pace(1995)では、

大学在学中の教職課程継続の意思決定に対しては相

対給与水準が強く作用しているものの、教育学学士

号取得および教職への入職の時点での影響は見出さ

れておらず、限定的な局面でのみ相対給与水準の影

響が確認されている 15。 
在職継続・離職の局面においては、多くの研究が、

相対的な給与水準の高さが教員の定着を促し、離職

を抑制すること、あるいは給与水準の低下が離職を

促進することを指摘している（Gritz & Theobald 1996; 
Marchand & Weber 2020; Murnane&Olsen 1990; 
Stinebrickner 1998; Stinebrickner 2002）。また、給与水

準自体ではないが、Clotfelter et al.(2008)は、中等学校・

高校の数学、理科、特別支援免許を保持し、低所得・

低成績の生徒が多い学校の勤務者にボーナスを支払

うプログラムによって、教員の離職――特に数学及

びベテラン教員の離職――が抑制されたことを報告

している。しかし、一方で、定着・離職に関しても給

与水準の影響が小さいことを指摘する研究もある

（Brewer 1996; Podgursky et al.2004）。Scafidi et al.(2007)
は、離職した女性教員について、転職・転出先で給与

が上昇した者は非常に少なく、離職はより良い給与

水準を求めた結果として生じたのではなく、家庭的

要因（出産・育児）によることを指摘している。 
これらの相対給与水準に関する知見にはやや不確

定なところが残るが、実証研究において用いられる

変数は、学区・州レベル変数であり、意思決定に際し

て実際の個人が比較考量するものではない点は留意

されるべきである 16。 
 
4-2. 合理的アクターによる選択モデル 

上記の教育経済学等における実証研究は、必ずし

も経済学理論モデルに即していないという意味では

経済学的な要素は希薄だが、一部の個人レベルデー

タを用いた研究では、合理的アクターによる静学的

最適化・動学的最適化を前提とした経済学的な分析

モデルが用いられてきた。 
教職選択の経済学的分析の嚆矢とも言える

Zabalza(1979)は、イギリスの教員供給（就職・離職）

について集計時系列データを用いた簡便な回帰分析

を行った実証分析であるが、仮説の導出には合理的

個人による基礎づけ――教職、他職という 2 つの選

択肢を持つ個人は、生涯賃金の現在割引価値の比較

に基づいてキャリア選択を行う 17――が用いられて

いる。そして、労働経済学等では、静学的最適化を前

提とした式(1)(2)(3)で表される同時方程式によるス

イッチング回帰モデルが、ミクロデータを用いた教

職参入・離職の分析に用いられてきた。 
  
Y1i=μ1(X1i)+ε1i                      (1) 
Y0i=μ0(X0i)+ε0i                                          (2) 
Di=1[ Y1i－Y0i－C(Xdi, εdi)>0]              (3) 

 
 Y1, Y0 はそれぞれの選択肢を選択した場合の成果

変数（例えば対数賃金）であり、D は選択肢 1 を選択

した場合に1, 他方を選択した場合に0となるダミー

変数、C（・）は非金銭的要素を含む選択に関わる費

用、X は個人の属性等を含む共変量である。式(3) は、

成果変数の差分としての便益が、費用を上回る時に、

合理的アクターが選択肢 1 を選択することを意味し

ている。実際の実証分析では、上記 3 式は成果に関

する回帰モデルと選択に関する 2 項プロビットモデ

ルで表現され、多変量分布に従う誤差項によって連

結される。 
 この同時方程式によるスイッチング回帰モデルは

大学進学選択（Willis&Rosen 1979）、労働組合参加（Lee 
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（大卒の他職との比較における相対給与水準）の教

員供給への影響が考察の対象となってきた。給与水

準が影響を与える段階には、教員養成系専攻・教職志

望、入職、在職継続・離職といった異なる局面が考え

うる。先取り的に結論を述べれば、実証分析の対象と

して多くを占めるアメリカの公立学校では、在職継

続・離職の局面で給与水準が影響している可能性が

高い一方、教職志望・入職の段階では給与水準の影響

は不明確である。 
教員の質をどう定義するかという大きな問題を伴

いながらも一部の研究は、教職志望・入職の局面では、

給与水準が教職志望者・入職者の質を高めることに

寄与している点を報告している（Figlio 1997; 
Leigh2012; Player 2009）。しかし、一方で、Ortega(2010), 
Steingrimsdottir(2020)は給与水準の向上が学力優秀層

の入職には影響しないことを示している。入職まで

の複数の局面を分析した Hanushek&Pace(1995)では、

大学在学中の教職課程継続の意思決定に対しては相

対給与水準が強く作用しているものの、教育学学士

号取得および教職への入職の時点での影響は見出さ

れておらず、限定的な局面でのみ相対給与水準の影

響が確認されている 15。 
在職継続・離職の局面においては、多くの研究が、

相対的な給与水準の高さが教員の定着を促し、離職

を抑制すること、あるいは給与水準の低下が離職を

促進することを指摘している（Gritz & Theobald 1996; 
Marchand & Weber 2020; Murnane&Olsen 1990; 
Stinebrickner 1998; Stinebrickner 2002）。また、給与水

準自体ではないが、Clotfelter et al.(2008)は、中等学校・

高校の数学、理科、特別支援免許を保持し、低所得・

低成績の生徒が多い学校の勤務者にボーナスを支払

うプログラムによって、教員の離職――特に数学及

びベテラン教員の離職――が抑制されたことを報告

している。しかし、一方で、定着・離職に関しても給

与水準の影響が小さいことを指摘する研究もある

（Brewer 1996; Podgursky et al.2004）。Scafidi et al.(2007)
は、離職した女性教員について、転職・転出先で給与

が上昇した者は非常に少なく、離職はより良い給与

水準を求めた結果として生じたのではなく、家庭的

要因（出産・育児）によることを指摘している。 
これらの相対給与水準に関する知見にはやや不確

定なところが残るが、実証研究において用いられる

変数は、学区・州レベル変数であり、意思決定に際し

て実際の個人が比較考量するものではない点は留意

されるべきである 16。 
 
4-2. 合理的アクターによる選択モデル 

上記の教育経済学等における実証研究は、必ずし

も経済学理論モデルに即していないという意味では

経済学的な要素は希薄だが、一部の個人レベルデー

タを用いた研究では、合理的アクターによる静学的

最適化・動学的最適化を前提とした経済学的な分析

モデルが用いられてきた。 
教職選択の経済学的分析の嚆矢とも言える

Zabalza(1979)は、イギリスの教員供給（就職・離職）

について集計時系列データを用いた簡便な回帰分析

を行った実証分析であるが、仮説の導出には合理的

個人による基礎づけ――教職、他職という 2 つの選

択肢を持つ個人は、生涯賃金の現在割引価値の比較

に基づいてキャリア選択を行う 17――が用いられて

いる。そして、労働経済学等では、静学的最適化を前

提とした式(1)(2)(3)で表される同時方程式によるス

イッチング回帰モデルが、ミクロデータを用いた教

職参入・離職の分析に用いられてきた。 
  
Y1i=μ1(X1i)+ε1i                      (1) 
Y0i=μ0(X0i)+ε0i                                          (2) 
Di=1[ Y1i－Y0i－C(Xdi, εdi)>0]              (3) 

 
 Y1, Y0 はそれぞれの選択肢を選択した場合の成果

変数（例えば対数賃金）であり、D は選択肢 1 を選択

した場合に1, 他方を選択した場合に0となるダミー

変数、C（・）は非金銭的要素を含む選択に関わる費

用、X は個人の属性等を含む共変量である。式(3) は、

成果変数の差分としての便益が、費用を上回る時に、

合理的アクターが選択肢 1 を選択することを意味し

ている。実際の実証分析では、上記 3 式は成果に関

する回帰モデルと選択に関する 2 項プロビットモデ

ルで表現され、多変量分布に従う誤差項によって連

結される。 
 この同時方程式によるスイッチング回帰モデルは

大学進学選択（Willis&Rosen 1979）、労働組合参加（Lee 
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1978）など労働経済学の実証分析で使われていたも

のだが、Manski(1987)によって教員供給の分析に適用

がなされた。Manski(1987)では NLS1972 のデータを

用いて推定を行い、構造パラメータを基に給与水準

向上および教員免許取得における最低基準を課す政

策が教員供給の質と量に及ぼすインパクトについて

のシミュレーションを行っている。そのシミュレー

ションによれば、給与水準向上によって教職参入者

は増え、その弾力性については 2~3 という高い値が

報告されている。また、給与水準引き上げだけでは質

に対するインパクトは小さく、最低基準と組み合わ

せる必要があることを示している。こうした合理的

アクターを前提としたモデルは理論・実証の上での

強い制約・仮定を必要とする半面、上記に紹介したよ

うに実施されていない政策の効果を評価できるとい

う大きな利点がある。 
この Manski(1987)は教員供給の局面における構造

モデルの初期の適用例であるが、その利点をよく表

している 18。その後の教員供給における適用例として

は、イギリスのデータに適用したものとして

Dolton(1990), Dolton&Mavromaras(1994), Dolton&van 
der Klaauw (1995) , Chevalier et al. (2007)が、アメリカ

のデータに適用したものとして Bempah et al.(1994), 
Gilpin(2011), スイスのデータに適用したものとして

Wolter&Denzler(2004), チリのデータに適用したもの

としてCorrea et al.(2015)がある。 
Dolton(1990)は、先述のWillis&Rosen(1979）と同様

のタイプのスイッチング回帰モデルによって、イギ

リスの教職選択における金銭的報酬および非金銭的

報酬の影響を分析している。また、同じく Dolton & 
Mavromaras(1994)では、イギリスの 2 つのコーホート

について、金銭的報酬および非金銭的報酬の影響を

比較している。Dolton & van der Klaauw (1995) は、ス

イッチング回帰モデルにおいて得られた構造パラメ

ータから教職選択者個々の相対給与水準を推計し、

その推計値を教員の離職に関する生存分析に用いて

おり、給与水準の向上が離職を抑制することを示し

た。Chevalier et al.(2007) は、イギリスの 1960 年代か

ら90年代にかけてのコーホートについて分析を行い、

教職の相対給与水準は教職参入に影響を与えており、

その影響は女子よりも男子において大きいことを報

告している。 
アメリカを対象としたものとしては、Bempah et 

al.(1994)が、ミズーリ州の教員の離職の分析において、

スイッチング回帰モデルを用いている。その分析で

は教員と他職との給与水準の相違は離職の意思決定

に影響しているとは言えず、現任校の校長のリーダ

ーシップのスタイルが影響していることを明らかに

した。一方で同様に教員離職の分析を行った

Gilpin(2011)では、相対的な給与水準は離職の意思決

定に影響を与えており、初年度教員において他職の

給与 1% 上昇につき離職率は 3.1%上昇し、2 年目教

員の場合は 2.2%上昇することを報告している。 
Correa et al. (2015)は、チリの公私立学校セクター間

の教職参入の分析を行っている。分析の結果、私立学

校での就職では正のセレクションが、公立学校への

就職では負のセレクションが析出され――すなわち、

高い給与水準が得られる可能性がある者は厳格に年

功給が適用される公立学校を避ける――、それにつ

いては能力に基づく自己選抜が行われた結果である

という解釈が与えられている。 
Wolter&Denzler(2004)は、スイスの 1981-2001 年の

大学卒業生に関する大規模センサスデータの分析を

行っている。スイッチング回帰モデルを用いた分析

では、合理的選択としての教職選択――教職を選ん

だ方が金銭的により得するであろう者が教職に参入

している――が確認されている。ただし、給与水準の

教員供給に対する弾力性は通時的に安定して 0.4 程

度と小さい。スイスでは必ずしも教職の給与水準が

他職に劣後するわけではなく、英語圏の事例とは背

景が異なる点で貴重な研究と言える。 
こうした合理的アクターによる選択モデルは、動

学的モデルへ拡張され、数は少ないものの教職への

入職・離職に関する分析にも応用されてきた。動学的

離散選択モデルでは、各個人は各期の選択がもたら

す「報酬」・効用の現在価値の総和を最大化するよう

に経路選択を行うと仮定される。 
教職入職・離職の分析の文脈で動学的離散選択モ

デルを最初に適用したのは、管見の限り、NLS1972 の

データを用いた Stinebrickner(2001a) である。

Stinebrickner(2001a)のモデルでは、各個人は各期に教

職、他職、非就業から行動を選択する。その選択にお
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いては、行動の経路によって生じる金銭的・非金銭的

効用の現在価値を最大化するように意思決定がなさ

れる。構造パラメータを基にした仮想の政策シミュ

レーションでは、一律 25%の給与水準の引き上げ策、

SAT スコアに応じて引き上げ額を変動させる政策の

2 種類が検討されており、双方において教員供給は拡

大するものの、後者において、より優秀な層の教職へ

の入職率が高くなることを示している 19。 
Behrman et al.(2016)は、Stinebrickner(2001a,b)のモデ

ルを教員免許取得とキャリア選択の 2 段階のモデル

に拡張し、チリにおけるキャリア選択の分析を行っ

ている。行動の選択肢は、公立学校教員、ヴァウチャ

ーによって運営されている私立学校の教員、政府補

助を受けない私立学校の教員、非教職、非就業の 5 つ

から成り、政策の相違によって、能力タイプの異なる

者が、教職／非教職、公私間セクターでどのように入

職するかを明らかにしている。分析では、教職以外の

職で生産的な者は、仮に教職に就いていたとしても

同様において生産的であることが示されている、ま

た、構造パラメータを基にした仮想の政策シミュレ

ーションでは、1）教育学修士号に対するボーナス、

2）公立学校教員の給与 20% アップ、3）ヴァウチャ

ー制度が適用される私立学校と同じ給与制度の公立

学校での導入、4）ヴァウチャー制度廃止、の 4 種類

について比較をしており、ボーナスおよび公立学校

教員給与の一律引き上げでは、高能力層を教職に参

入させることはできないことを明らかにした。 
Vera(2019)は、Stinebrickner(2001a,b)のモデルを労働

参加と出産の相互影響関係を考慮した拡張を行って

いる。Stinebrickner(2001a,b)では外生的イベントとし

て仮定されていた女性教員の出産をアクターの選択

対象として考えている。アメリカにおいて女性教員

の離職が家族形成に従って増加する事実は

Stinebrickner(2001a,b)他の先行研究でも指摘されてき

たことであるが、この研究では、離職後の時期を対象

とした政策によって復職がどのように変動するかと

いう点についてシミュレーションを行っている。シ

ミュレーションでは、給与水準の引き上げと育児一

時補助金の帰結を検討しており、前者の政策では教

職在職率・復帰率は高まるものの平均出生数は減少

し、後者では在職率も出生数も増加することが示さ

れている。 
 
4-3. 日本における関連研究 

 日本においては、教育経済学の実証研究自体が少

なく、データの制約もあり教員供給に関する経済学

的な分析は非常に限られている。Zabalza(1979)の枠組

みを適用した分析は集計時系列データによって実行

可能であるため、データの制約がありながらも矢野

（1982）, 藤村（1994）によって実証分析が行われて

きた。 
 矢野（1982）は、教員就職者中に占める 4 年制大学

教員養成学部卒業生比率、他学部卒業生による「進出

率」、国立教員養学部入学倍率を被説明変数とし、

1965-1979 年のデータで分析を行っている。分析では、

相対給与水準に呼応して国立教員養成学部入学倍率

と他学部卒業生による教職進出率が高まることが示

されている。 
 藤村（1984）は、1974-1993 年のデータで、新規学

卒者教員就職率を被説明変数とした分析を行ってお

り、学部間の比較においては、矢野（1982）同様に非

教員養成学部出身者の方が相対給与水準に強く反応

すること、性別の比較においては女子の方が相対給

与水準に強く反応することを明らかにしている。こ

れらは集計データの範囲内ではあるが、労働環境の 1
つとしての相対給与水準の影響に異質性があること

を示唆している。 
 
4-4. 小括 

 上記に見た経済学におけるミクロデータを用いた

教員供給研究は、前述の通り、政策的含意に直結した

シミュレーションを可能にするという点で大きな利

点がある。一方で考慮すべき方法上の難点・問題とし

て以下の点が指摘できよう。 
第 1 は、データの制約である。静学的・動学的最適

化を仮定した合理的選択モデルでは、選択を行った

当期の情報だけでなく、それ以降の選択肢の帰結に

関わるデータが必要となるが、このようなミクロデ

ータ自体を得ること自体日本の文脈では依然として

難しい。また、モデルのパラメータ識別に関して、既

存研究では除外制約に依存しているが、実際にはそ

れを理論的に満たす変数を見出すのは難しいことが
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いては、行動の経路によって生じる金銭的・非金銭的

効用の現在価値を最大化するように意思決定がなさ

れる。構造パラメータを基にした仮想の政策シミュ

レーションでは、一律 25%の給与水準の引き上げ策、

SAT スコアに応じて引き上げ額を変動させる政策の

2 種類が検討されており、双方において教員供給は拡

大するものの、後者において、より優秀な層の教職へ

の入職率が高くなることを示している 19。 
Behrman et al.(2016)は、Stinebrickner(2001a,b)のモデ

ルを教員免許取得とキャリア選択の 2 段階のモデル

に拡張し、チリにおけるキャリア選択の分析を行っ

ている。行動の選択肢は、公立学校教員、ヴァウチャ

ーによって運営されている私立学校の教員、政府補

助を受けない私立学校の教員、非教職、非就業の 5 つ

から成り、政策の相違によって、能力タイプの異なる

者が、教職／非教職、公私間セクターでどのように入

職するかを明らかにしている。分析では、教職以外の

職で生産的な者は、仮に教職に就いていたとしても

同様において生産的であることが示されている、ま

た、構造パラメータを基にした仮想の政策シミュレ

ーションでは、1）教育学修士号に対するボーナス、

2）公立学校教員の給与 20% アップ、3）ヴァウチャ

ー制度が適用される私立学校と同じ給与制度の公立

学校での導入、4）ヴァウチャー制度廃止、の 4 種類

について比較をしており、ボーナスおよび公立学校

教員給与の一律引き上げでは、高能力層を教職に参

入させることはできないことを明らかにした。 
Vera(2019)は、Stinebrickner(2001a,b)のモデルを労働

参加と出産の相互影響関係を考慮した拡張を行って

いる。Stinebrickner(2001a,b)では外生的イベントとし

て仮定されていた女性教員の出産をアクターの選択

対象として考えている。アメリカにおいて女性教員

の離職が家族形成に従って増加する事実は

Stinebrickner(2001a,b)他の先行研究でも指摘されてき

たことであるが、この研究では、離職後の時期を対象

とした政策によって復職がどのように変動するかと

いう点についてシミュレーションを行っている。シ

ミュレーションでは、給与水準の引き上げと育児一

時補助金の帰結を検討しており、前者の政策では教

職在職率・復帰率は高まるものの平均出生数は減少

し、後者では在職率も出生数も増加することが示さ

れている。 
 
4-3. 日本における関連研究 

 日本においては、教育経済学の実証研究自体が少

なく、データの制約もあり教員供給に関する経済学

的な分析は非常に限られている。Zabalza(1979)の枠組

みを適用した分析は集計時系列データによって実行

可能であるため、データの制約がありながらも矢野

（1982）, 藤村（1994）によって実証分析が行われて

きた。 
 矢野（1982）は、教員就職者中に占める 4 年制大学

教員養成学部卒業生比率、他学部卒業生による「進出

率」、国立教員養学部入学倍率を被説明変数とし、

1965-1979 年のデータで分析を行っている。分析では、

相対給与水準に呼応して国立教員養成学部入学倍率

と他学部卒業生による教職進出率が高まることが示

されている。 
 藤村（1984）は、1974-1993 年のデータで、新規学

卒者教員就職率を被説明変数とした分析を行ってお

り、学部間の比較においては、矢野（1982）同様に非

教員養成学部出身者の方が相対給与水準に強く反応

すること、性別の比較においては女子の方が相対給

与水準に強く反応することを明らかにしている。こ

れらは集計データの範囲内ではあるが、労働環境の 1
つとしての相対給与水準の影響に異質性があること

を示唆している。 
 
4-4. 小括 

 上記に見た経済学におけるミクロデータを用いた

教員供給研究は、前述の通り、政策的含意に直結した

シミュレーションを可能にするという点で大きな利

点がある。一方で考慮すべき方法上の難点・問題とし

て以下の点が指摘できよう。 
第 1 は、データの制約である。静学的・動学的最適

化を仮定した合理的選択モデルでは、選択を行った

当期の情報だけでなく、それ以降の選択肢の帰結に

関わるデータが必要となるが、このようなミクロデ

ータ自体を得ること自体日本の文脈では依然として

難しい。また、モデルのパラメータ識別に関して、既

存研究では除外制約に依存しているが、実際にはそ

れを理論的に満たす変数を見出すのは難しいことが
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多い。 
第 2 は、非金銭的要因の考慮である。経済学的分

析の中でも、キャリア選択における給与水準以外の

非金銭的要因に言及したもの、あるいはその重要性

を指摘するものは少ないながら既に存在する

（Hannushek et al. 2004; Falch&Strøm 2005）。しかし、

それらは、これまで計量分析に用いられてきた既存

の個人・学校属性変数を事後解釈しているに過ぎず、

選択の対象として明示的にモデル化し、金銭的要因

と同様にキャリア選択への影響を識別しているわけ

ではない。日本の文脈での対応関係を考えるならば、

モデル中の潜在結果変数として給与以外の変数を設

定することもありうると思われる。 
 
5. 今後の展望 

 
以上で見た教員のキャリア選択および教員供給の

先行研究の知見は、幅広い時期・地域を対象としてお

り、日本の教員政策の直接の導きとはなるわけでは

ないが、今後の日本の教員政策の位置と方向性の理

解において重要な示唆を有する。上記の知見を外的

妥当性の面からどう解釈し、今後の研究課題として

何を設定すべきかという点について論じておきたい。 
初等中等教育において教育財政支出の相違はその

水準よりも、その構成・配分において顕在化する。具

体的には、先進国間で教育財政支出中に占める教職

員人件費の占める割合に大きな差はなく、教員／支

援スタッフ間の配分、教員数／給与水準間の配分に

おいて国間の相違が現れる。在学者 1 人当たり教育

財政支出で教育財政支出水準を比較するならば、日

本は先進国の平均的位置にあり、相対的な比較では、

支援スタッフおよび児童・生徒に対する教員数は少

ない反面、給与水準は高い。そのような位置づけをふ

まえれば論理的には、日本において生じる教員政策

上の問題は、教職の社会的地位の低さから派生する

教員不足としてではなく、教員への高負荷（多忙問題）

として顕在化することになる。また、多忙問題が永続

するのは、日本的雇用慣行と相俟って、離職（教職か

ら他の条件の良い職への転職）が困難だからという

面がある。一方で、アメリカ等の教員供給の実証分析

で、他職との比較における相対給与水準が焦点とな

ったのは、当然ながら、アメリカをはじめとする国々

で給与水準の低下という長期的トレンドがあったか

らである。また、このトレンドと並行して教職員数は

増加しており、その帰結として教員不足問題、教員の

質の問題が生じたのである。こうした基本的な事実

は、少なくとも以下の 3 点で日本の文脈での課題設

定に重要な視点を与える。 
第 1 は、当事者の選好および非教職セクターの労

働環境の動向である。日本において教員供給と労働

環境の関係の問題を論じるにあたって、教育公務員

の給与上の優遇措置を定めた人材確保法（「学校教育

の水準の維持向上のための義務教育諸学校の教育職

員の人材確保に関する特別措置法」）に大きな意義が

与えられてきた。単純に考えれば教員人材の量・質は

給与水準の増加関数となるはずだが、企図の達成の

成否はいくつかの前提条件に依存する。「他の条件が

同じならば」という仮想に現実的な意味が与えられ

ない状況においては、人材確保法が本当に人材確保

に寄与しうるか（あるいはしてきたか）は、改めて問

われる必要がある 20。 
まず、キャリア選択に際して、当事者がそもそも自

身の給与水準を最優先しているのかという問題があ

る。いくつかの研究で示唆されてきたように、そもそ

も当事者（現役・潜在的教員）が給与水準よりも他の

労働条件を重視している可能性がある（Hanushek et al. 
2004）。そうであるならば、当事者、より限定的には

潜在的に教員として高い能力を持った者の、仕事・余

暇・家庭生活などに関わる選好が明らかにされる必

要がある。長時間労働が強く忌避されるならば、場合

によっては、給与水準維持よりも支援スタッフの充

実等が優先的な政策的選択肢として考えられる。 
また、仮に当事者が金銭的便益を最優先していた

としても、キャリア選択を即時的な視点ではなく、世

帯形成を前提として世帯レベルかつ長期的視点で考

えていることも十分ありうる。そうであれば、給与水

準での多少の優遇策があったとしても、それが長時

間労働（と配偶者による家事・育児への全面的なコミ

ット）を伴う片稼ぎを前提に成立している限り共稼

ぎによる便益には及ばない。当事者の配偶者（となり

うる者）が教員以外のセクターにあるのであれば、そ

のセクターにおけるワーク・ライフバランスへの取

121

労働環境と教職選択・教員供給



 

東京大学大学院教育学研究科教育行政学論叢 第 40 号 2020 年 

 
 

18 

り組みが、キャリア選択にも影響する可能性がある。

ワーク・ライフバランス面での教員セクターの劣後

によって、教職は、金銭的便益を重視する者にとって

も魅力を失うことになる。海外のキャリア選択・教員

供給に関わる研究では、労働負荷に関わる労働環境

が考慮されることは稀であり 21、また、複数の労働環

境要因間でのトレードオフを明示的に政策変数に反

映させた分析は行われてこなかったが、そうした視

点の欠如は政策的含意を考える上で看過できないバ

イアスをもたらしうる。 
関連して第 2 は、日本の文脈における入職の局面

の重要性である。教職選択の動機に関する研究、アメ

リカの教員供給の実証研究の知見――給与水準は教

職志望や入職の局面よりも、離職の抑制という局面

で影響する――は、入職前の当事者は、給与水準など

の外在的要因の重要性にリアリティを感じられず、

それは入職後において実感されることを示唆してい

るのかもしれない。あるいは、容易に教職を辞められ

るがゆえに、当事者は長期的な視野に立つ必要がな

いのかもしれない。 
しかし、容易に職を辞められない状況では、当事者

にとって入職時点（あるいは、より早期の時点）の意

思決定が重大な意味を持つ。それは単なる職業の選

択ではなく、世帯形成も含めて長期的なライフコー

スの選択を行っていることを意味する。このことは、

必ずしも日本の若者が長期的視野に立って合理的な

選択をしているという解釈を与えるものではないが、

少なくともそのように行動を促す背景がある。こう

した経路選択の始点が大学卒業時なのか、あるいは

より早い時点なのか、そうした選択時期と能力とが

どのように関連しているかは、教員人材確保という

政策的な観点からも大きな関心事となるはずである。

こうした課題を明確に認識することで、セレクショ

ンバイアスを伴う観察による事態の誤認を回避する

ことができる。 
第 3 は、潜在的教職参入者の労働環境の認知プロ

セスである。労働環境が当事者の行動に影響を与え

るのは、あくまでもその主観的認識の更新プロセス

を経た後のことであり、どのような情報を得た反応

としてキャリア選択が行われるのか、あるいはどの

ようなキャリア選択を企図して情報収集やその認知

が行われるのか、という点が考察の焦点となる。こう

した点は教員養成に関わる大学においても実務的に

不可欠の問いであろう。 
これらの点を総合的に行動モデルに反映させたミ

クロデータの実証分析の展開が、今後の教員政策研

究に強く望まれる。 
 
註 

 
1 例えば、『朝日新聞』2019 年 12 月 24 日。 
2 例えば、『朝日新聞』2019 年 10 月 7 日。 
3 なお、教員採用が分権的であるアメリカ等において

は、どのような学区・学校が首尾よく教員採用をでき

るか、どのような教職志望者―学校との間でマッチ

ングが成立するのか、という点も実証研究上の重要

な論点となる。これまでの実証研究によって指摘さ

れてきたのは、不利な家庭背景の児童・生徒が多い、

マイノリティの構成比率が高い、平均学力が低い学

校において教員採用が困難であり、離職も多いとい

う事実である（Brookehart&Freeman 1992; Engel et 
al.2014; Goldhaber et al. 2018; Guarino et al. 2006; 
Horng2009; Scafidi et al.2007）。ただし、近年、これら

について、支援的な学校経営の不在の帰結と捉える

見解も現れている（Kraft et al. 2016; Papay & Kraft 
2017）。 
4 認知的能力に関わる変数として、SAT のスコアや出

身大学の選抜性が用いられることが多い。 
5 ただし、Richey(2015)によれば、マイノリティの女

子に関しては、学力優秀層の教職参入率は上昇して

いる。また、アメリカにおいて女子の離職率が高いの

は、結婚・出産によって退職するためであり、少なく

ない割合の者が復職によって教職に再参入している

（Grissom & Reininger 2012）。 
6 男子の場合は、学力低下は見られないが、アメリカ

同様に教職の構成比率は低い。 
7 教職選択の動機に関する先行研究では、「内在的」

/「外在的」/「利他的」という区分が用いられること

が多いが（Brookehart&Freeman 1992）、それらが相互

に排他的なカテゴリーと言えるかは疑わしい。 
8 時期・国において広範な教職のキャリア選択に関す

るレビューとしてはHeinz(2015)。 
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9 各項目については、Watt&Richardson(2007)を、日本

語への翻訳については富田（2016）を参照。 
10 ただし、教職の認識に関して、給与水準の認識につ

いては、 3 グループ間で大きな相違はない

（Watt&Richardson 2008:420）。 
11 複数の電子ジャーナル出版社のサイトにおいて、

検索語として“FIT-Choice”を入力して文献をリスト

アップし、論文中の核となる分析で FIT-Choice 尺度

を使用しているものを挙げている。 
12 そもそも外在的要因に属す労働環境自体を明示的

に考慮した分析自体が少ない。藤原・仙崎（1985）で

は女子において「給与の安定」といった理由が見られ

るものの、子どもが好き、自身の能力・性格に合致し

ているという要素が大きいこと指摘している。また、

現職教員に対して調査を行った田中（1997）では、教

職に就いた動機として職業的な安定性を考慮した層

は少ないことを明らかにしている。 
13  限定的な調査対象によるセレクションバイアス

の可能性は、Watt&Richardson(2012)によっても指摘さ

れている。 
14 分権的な財政制度のアメリカにおいて、教員給与

水準の地域間格差の大きさがしばしば指摘されるが、

生計費で調整した場合、その格差は名目額による比

較よりもやや縮小する（Rickman et al.2019）。 
15  Hanushek & Pace(1995)では、給与水準の他に、教

員供給に関わる政策変数として、教員免許取得にお

ける要件（州レベルでの試験、教職課程の必修単位数

の多さ）の影響を分析しており、それらが教員供給を

抑制していることを報告している。 
16 この表現は、因果推論における潜在的結果の枠組

みに対応している。すなわち、キャリア選択の帰結と

して得られるであろう結果――それは給与に限らな

い――は、選択肢の数だけ想定しうる。しかし、実際

には選択肢のうち実際に選択したもののみ観察され

る。 
17 モデルでは、主観的割引率および各職の就職の難

易度が考慮されている。 
18 Manski は後にこうした合理的期待を仮定する Roy 
モデルを批判している（Manski 2013）。 
19 Stinebrickner(2001a) の 方 法 的 拡 張 と し て は

Stinebrickner(2001b), van der Klaauw(2012)がある。

Stinebrickner(2001b)は誤差項の系列相関を考慮した

モデルへ拡張を行っている。van der Klaauw(2012)は、

合理的期待形成の強い仮定を緩和するために、主観

的情報――30 歳時点でどの職に就いていると思うか

を尋ねた質問への回答データ――を取り込んだモデ

ルに拡張している。 
20 より根本的な問題として、そもそも人材確保法に

よる優遇措置は当事者の教員に認知されているかと

いう点がある（小川 1998）。 
21 現職教員のストレスやエンゲージメントに関する

研究では、労働負荷は重要な説明変数となっている。 
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